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１．はじめにはじめにはじめにはじめに
　　工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象　　工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象　　工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象　　工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象
は全国の製造業、電気業は全国の製造業、電気業は全国の製造業、電気業は全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業及び熱供給業のた（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業及び熱供給業のた（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業及び熱供給業のた（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業及び熱供給業のた
めの工場又は事業場を建設する目的をもって取得めの工場又は事業場を建設する目的をもって取得めの工場又は事業場を建設する目的をもって取得めの工場又は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）された１（借地を含む）された１（借地を含む）された１（借地を含む）された１ ,,,,０００㎡以上０００㎡以上０００㎡以上０００㎡以上
の用地の用地の用地の用地（埋立予定地を含む）である。また、昭和６０年からは独立した研究所（埋立予定地を含む）である。また、昭和６０年からは独立した研究所（埋立予定地を含む）である。また、昭和６０年からは独立した研究所（埋立予定地を含む）である。また、昭和６０年からは独立した研究所（民間の（民間の（民間の（民間の
試験研究機関で、主として前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併試験研究機関で、主として前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併試験研究機関で、主として前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併試験研究機関で、主として前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併
せて調査している。せて調査している。せて調査している。せて調査している。

　　平成１５年上期　　平成１５年上期　　平成１５年上期　　平成１５年上期（１～６月）の当局管内（１～６月）の当局管内（１～６月）の当局管内（１～６月）の当局管内（２府５県）の集計結果は次のとおりである。（２府５県）の集計結果は次のとおりである。（２府５県）の集計結果は次のとおりである。（２府５県）の集計結果は次のとおりである。

２．工場立地の概況工場立地の概況工場立地の概況工場立地の概況

①①①①    平成平成平成平成1111５年上期の近畿地域の工場立地件数５年上期の近畿地域の工場立地件数５年上期の近畿地域の工場立地件数５年上期の近畿地域の工場立地件数((((研究所を除く｡研究所を除く｡研究所を除く｡研究所を除く｡))))は、は、は、は、68686868件で、前年同期件で、前年同期件で、前年同期件で、前年同期((((　　　　
50505050件件件件 ))))比比比比36363636％の増加となり、平成１０年度以降では、最高の平成１２年度下期％の増加となり、平成１０年度以降では、最高の平成１２年度下期％の増加となり、平成１０年度以降では、最高の平成１２年度下期％の増加となり、平成１０年度以降では、最高の平成１２年度下期 (74(74(74(74件件件件 ))))
に次ぐ件数となった。に次ぐ件数となった。に次ぐ件数となった。に次ぐ件数となった。

　　　　　　　　なお、近畿地域の立地件数における対全国比はなお、近畿地域の立地件数における対全国比はなお、近畿地域の立地件数における対全国比はなお、近畿地域の立地件数における対全国比は15.7%15.7%15.7%15.7%である。である。である。である。
　　　これは、長引く不況による企業の新規設備投資意欲低下の反動と借地方式による　　　　これは、長引く不況による企業の新規設備投資意欲低下の反動と借地方式による　　　　これは、長引く不況による企業の新規設備投資意欲低下の反動と借地方式による　　　　これは、長引く不況による企業の新規設備投資意欲低下の反動と借地方式による　

工業団地等の増加工業団地等の増加工業団地等の増加工業団地等の増加 ((((注注注注1)1)1)1)等によるものである。等によるものである。等によるものである。等によるものである。
　　　　　　　　　　　　 ((((注１注１注１注１ ))))借地方式による工業団地等の立地が前年同期借地方式による工業団地等の立地が前年同期借地方式による工業団地等の立地が前年同期借地方式による工業団地等の立地が前年同期 (13(13(13(13件件件件 ))))に比べに比べに比べに比べ 8888件の増加。件の増加。件の増加。件の増加。

　　　一方、全国の立地件数は432件で、前年同期(384件)比12.5％の増加となった。

　　　近畿地域の工場立地面積は、近畿地域の工場立地面積は、近畿地域の工場立地面積は、近畿地域の工場立地面積は、720720720720千㎡で、前年同期千㎡で、前年同期千㎡で、前年同期千㎡で、前年同期(355(355(355(355千㎡千㎡千㎡千㎡))))比比比比102.8%102.8%102.8%102.8%の増となり、の増となり、の増となり、の増となり、
２期連続の増加となった。２期連続の増加となった。２期連続の増加となった。２期連続の増加となった。

　　　　　　　　　　　　なお、なお、なお、なお、近畿地域の工場立地面積における対全国比は近畿地域の工場立地面積における対全国比は近畿地域の工場立地面積における対全国比は近畿地域の工場立地面積における対全国比は13.0%13.0%13.0%13.0%である。である。である。である。
　　　これは、立地件数同様、前年同期の数値が昭和５５年調査　　　これは、立地件数同様、前年同期の数値が昭和５５年調査　　　これは、立地件数同様、前年同期の数値が昭和５５年調査　　　これは、立地件数同様、前年同期の数値が昭和５５年調査((((半期別集計開始半期別集計開始半期別集計開始半期別集計開始 ))))以来、以来、以来、以来、
過去最低であったことと、全体の立地件数に占める過去最低であったことと、全体の立地件数に占める過去最低であったことと、全体の立地件数に占める過去最低であったことと、全体の立地件数に占める5555千㎡～千㎡～千㎡～千㎡～100100100100千㎡未満の立地件数の千㎡未満の立地件数の千㎡未満の立地件数の千㎡未満の立地件数の
割合が増加したことによるものである。割合が増加したことによるものである。割合が増加したことによるものである。割合が増加したことによるものである。

     
　　　一方、全国の立地面積は、5,523千㎡で前年同期(3,930千㎡)比40.5%の増加となった。

　　　　　近畿地域の近畿地域の近畿地域の近畿地域の立地件数を新設立地件数を新設立地件数を新設立地件数を新設・増設別にみると新設件数は・増設別にみると新設件数は・増設別にみると新設件数は・増設別にみると新設件数は55555555件で、全体の件で、全体の件で、全体の件で、全体の81.0%81.0%81.0%81.0%であであであであ
　　り、前年同期　　り、前年同期　　り、前年同期　　り、前年同期 (43(43(43(43件件件件 ))))比比比比27.9%27.9%27.9%27.9%増となり、増設は、増となり、増設は、増となり、増設は、増となり、増設は、13131313件で、全体の件で、全体の件で、全体の件で、全体の19.0%19.0%19.0%19.0%であり、前年であり、前年であり、前年であり、前年
　　同期　　同期　　同期　　同期(7(7(7(7件件件件))))比比比比85.7%85.7%85.7%85.7%増となった。増となった。増となった。増となった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、なお、なお、なお、近畿地域の立地件数の新設における対全国比近畿地域の立地件数の新設における対全国比近畿地域の立地件数の新設における対全国比近畿地域の立地件数の新設における対全国比15.9%15.9%15.9%15.9%及び、立地件数の増設にお及び、立地件数の増設にお及び、立地件数の増設にお及び、立地件数の増設にお
　　ける対全国比は　　ける対全国比は　　ける対全国比は　　ける対全国比は15.8%15.8%15.8%15.8%である。である。である。である。

　　　一方、全国の立地件数を新設・増設別にみると新設件数は345件で、全体の80%であり、
前年同期(317件)比8.8%増となり、増設は、82件で、全体の19%であり、前年同期(67件)

　　 比22.4%増となった。

　　工業団地への立地は工業団地への立地は工業団地への立地は工業団地への立地は33333333件件件件 ((((福井県福井県福井県福井県2222件、滋賀県件、滋賀県件、滋賀県件、滋賀県5555件､京都府件､京都府件､京都府件､京都府4444件､大阪府件､大阪府件､大阪府件､大阪府9999件､兵庫県件､兵庫県件､兵庫県件､兵庫県11111111
　件､奈良県　件､奈良県　件､奈良県　件､奈良県1111件、和歌山県件、和歌山県件、和歌山県件、和歌山県1111件件件件 ))))で､全体ので､全体ので､全体ので､全体の48484848....5%5%5%5%であり､前年同期であり､前年同期であり､前年同期であり､前年同期 (24(24(24(24件件件件 ))))比比比比37.5%37.5%37.5%37.5%増とな増とな増とな増とな
　った。　った。　った。　った。
　　　　　　　　なお、近畿地域の工業団地への立地における対全国比はなお、近畿地域の工業団地への立地における対全国比はなお、近畿地域の工業団地への立地における対全国比はなお、近畿地域の工業団地への立地における対全国比は15.6%15.6%15.6%15.6%であるであるであるである。

立地件数及び立地面積とも上昇傾向、工業団地立地及び借地制度が寄与立地件数及び立地面積とも上昇傾向、工業団地立地及び借地制度が寄与立地件数及び立地面積とも上昇傾向、工業団地立地及び借地制度が寄与立地件数及び立地面積とも上昇傾向、工業団地立地及び借地制度が寄与
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※次に、工業団地内立地件数に占める借地立地件数※次に、工業団地内立地件数に占める借地立地件数※次に、工業団地内立地件数に占める借地立地件数※次に、工業団地内立地件数に占める借地立地件数(12(12(12(12件件件件))))の割合が２期連続の増加の割合が２期連続の増加の割合が２期連続の増加の割合が２期連続の増加((((前前前前
　期　期　期　期35.0%35.0%35.0%35.0%､今期､今期､今期､今期36.4%)36.4%)36.4%)36.4%)となった。となった。となった。となった。
　なお、近畿地域の借地立地件数なお、近畿地域の借地立地件数なお、近畿地域の借地立地件数なお、近畿地域の借地立地件数21212121件で、全体の件で、全体の件で、全体の件で、全体の31.0%31.0%31.0%31.0%であり、対全国比であり、対全国比であり、対全国比であり、対全国比21.2%21.2%21.2%21.2%である。である。である。である。
　これは､企業側の初期投資コスト低減や早期に工場を立ち上げたいという観点と団　　これは､企業側の初期投資コスト低減や早期に工場を立ち上げたいという観点と団　　これは､企業側の初期投資コスト低減や早期に工場を立ち上げたいという観点と団　　これは､企業側の初期投資コスト低減や早期に工場を立ち上げたいという観点と団　
地側のこれまでの分譲中心から借地方式地側のこれまでの分譲中心から借地方式地側のこれまでの分譲中心から借地方式地側のこれまでの分譲中心から借地方式((((注注注注2)2)2)2)を導入する等企業誘致活動を多様化した　を導入する等企業誘致活動を多様化した　を導入する等企業誘致活動を多様化した　を導入する等企業誘致活動を多様化した　
結果によるものと考えられる。結果によるものと考えられる。結果によるものと考えられる。結果によるものと考えられる。
　なお、近畿地域の借地割合は全国に比べ高くなっており、近畿地域の立地の特長で、　なお、近畿地域の借地割合は全国に比べ高くなっており、近畿地域の立地の特長で、　なお、近畿地域の借地割合は全国に比べ高くなっており、近畿地域の立地の特長で、　なお、近畿地域の借地割合は全国に比べ高くなっており、近畿地域の立地の特長で、
　今後も注目される｡　今後も注目される｡　今後も注目される｡　今後も注目される｡

　 ((((注２注２注２注２ ))))管内各府県内工業団地管内各府県内工業団地管内各府県内工業団地管内各府県内工業団地（福井県、奈良県除く）において、借地方式を導入する工業団地の増加。（福井県、奈良県除く）において、借地方式を導入する工業団地の増加。（福井県、奈良県除く）において、借地方式を導入する工業団地の増加。（福井県、奈良県除く）において、借地方式を導入する工業団地の増加。

　一方、全国の工業団地への立地は211件で、全体の48.8%であり、前年同期(163件)比29.4%
　増となった。
　また、全国借地立地件数は、99件で、全体の22.9%であり、前年同期(78件)比26.9%増とな　
　った。

図ー１－Ｂ工場立地動向推移（全国）図ー１－Ｂ工場立地動向推移（全国）図ー１－Ｂ工場立地動向推移（全国）図ー１－Ｂ工場立地動向推移（全国）
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図ー１－Ａ工場立地動向推移(近畿)図ー１－Ａ工場立地動向推移(近畿)図ー１－Ａ工場立地動向推移(近畿)図ー１－Ａ工場立地動向推移(近畿)

86868686

7272727253535353
36363636

58585858454545455252525264646464
40404040

767676767777777781818181 91919191

86
82

62
67

49
52 54

74

53

65

50

58

68

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

９年上期 ９年下期 １０年上期 10年下期 １1年上期 １1年下期 12年上期 12年下期 13年上期 13年下期 14年上期 14年下期 15年上期

ha

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
件

面積（ｈａ）
件数（件）



3

図ー１ーＣ工業団地内立地件数(%)図ー１ーＣ工業団地内立地件数(%)図ー１ーＣ工業団地内立地件数(%)図ー１ーＣ工業団地内立地件数(%)
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図ー１－Ｄ団地内立地件数と借地割合の推移(近畿)図ー１－Ｄ団地内立地件数と借地割合の推移(近畿)図ー１－Ｄ団地内立地件数と借地割合の推移(近畿)図ー１－Ｄ団地内立地件数と借地割合の推移(近畿)
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　　②　近畿地域の企業近畿地域の企業近畿地域の企業近畿地域の企業１件当たりの平均取得立地面積は、１件当たりの平均取得立地面積は、１件当たりの平均取得立地面積は、１件当たりの平均取得立地面積は、10101010....6666千㎡千㎡千㎡千㎡((((全国全国全国全国12.812.812.812.8千㎡千㎡千㎡千㎡))))で、で、で、で、
　　　前年同期　　　前年同期　　　前年同期　　　前年同期7777....1111千㎡千㎡千㎡千㎡((((全国全国全国全国10.210.210.210.2㎡㎡㎡㎡))))比比比比49.349.349.349.3％増となっているものの、全国から見ると小規％増となっているものの、全国から見ると小規％増となっているものの、全国から見ると小規％増となっているものの、全国から見ると小規
　　　模となっている。　　　模となっている。　　　模となっている。　　　模となっている。

　なお、企業１件当たりの平均取得面積における、対全国比は　なお、企業１件当たりの平均取得面積における、対全国比は　なお、企業１件当たりの平均取得面積における、対全国比は　なお、企業１件当たりの平均取得面積における、対全国比は82.8%82.8%82.8%82.8%である。である。である。である。
　立地件数では、１千㎡～５千㎡未満の小規模立地が　立地件数では、１千㎡～５千㎡未満の小規模立地が　立地件数では、１千㎡～５千㎡未満の小規模立地が　立地件数では、１千㎡～５千㎡未満の小規模立地が35353535件件件件 ((((全体の全体の全体の全体の51.5%)51.5%)51.5%)51.5%)であり、であり、であり、であり、

　前年同期　前年同期　前年同期　前年同期32323232件件件件((((同同同同64.0%)64.0%)64.0%)64.0%)と依然として１千㎡～５千㎡未満の小規模立地化が多いもと依然として１千㎡～５千㎡未満の小規模立地化が多いもと依然として１千㎡～５千㎡未満の小規模立地化が多いもと依然として１千㎡～５千㎡未満の小規模立地化が多いも
　のの、５千㎡～５０千㎡未満が増加傾向にある。　のの、５千㎡～５０千㎡未満が増加傾向にある。　のの、５千㎡～５０千㎡未満が増加傾向にある。　のの、５千㎡～５０千㎡未満が増加傾向にある。

　一方、全国の立地件数は、１千㎡～５千㎡未満の小規模立地が205件(全体の47.5%)であ
　り、前年同期(199件､同51.8%)と依然として１千㎡～５千㎡未満の小規模立地化が多いもの
　の、10万㎡以上の大規模立地が5件(全体の1.2%)であり、前年同期(1件､同0.3%)となってい
　る。

図 ー ２ － Ｂ 1 5 年 上 期 用 地 取 得 面 積 別 件 数 割 合 （近 畿 ）図 ー ２ － Ｂ 1 5 年 上 期 用 地 取 得 面 積 別 件 数 割 合 （近 畿 ）図 ー ２ － Ｂ 1 5 年 上 期 用 地 取 得 面 積 別 件 数 割 合 （近 畿 ）図 ー ２ － Ｂ 1 5 年 上 期 用 地 取 得 面 積 別 件 数 割 合 （近 畿 ）
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③③③③    　工場敷地内に研究開発機能の付設を予定している企業は　工場敷地内に研究開発機能の付設を予定している企業は　工場敷地内に研究開発機能の付設を予定している企業は　工場敷地内に研究開発機能の付設を予定している企業は22222222件で、全体の件で、全体の件で、全体の件で、全体の32.4%32.4%32.4%32.4%であであであであ
り、前年同期り、前年同期り、前年同期り、前年同期(13(13(13(13件件件件))))比比比比69.2%69.2%69.2%69.2%増となった。増となった。増となった。増となった。

　　なお、近畿地域の研究開発機能の付設を予定している企業における対全国比は　　なお、近畿地域の研究開発機能の付設を予定している企業における対全国比は　　なお、近畿地域の研究開発機能の付設を予定している企業における対全国比は　　なお、近畿地域の研究開発機能の付設を予定している企業における対全国比は22%22%22%22%
　　　　     である。である。である。である。
　　機能別　　機能別　　機能別　　機能別((((基礎研究、応用研究、開発研究基礎研究、応用研究、開発研究基礎研究、応用研究、開発研究基礎研究、応用研究、開発研究：複数機能あり：複数機能あり：複数機能あり：複数機能あり))))で見ると、開発研究がで見ると、開発研究がで見ると、開発研究がで見ると、開発研究が19191919件件件件
　　　　((((前年同期前年同期前年同期前年同期13131313件件件件))))､応用研究が､応用研究が､応用研究が､応用研究が6666件件件件((((同同同同4444件件件件))))､基礎研究が､基礎研究が､基礎研究が､基礎研究が5555件件件件(2(2(2(2件件件件))))となっている。となっている。となっている。となっている。
　地域別では、福井県　地域別では、福井県　地域別では、福井県　地域別では、福井県2222件、滋賀県件、滋賀県件、滋賀県件、滋賀県5555件、京都府件、京都府件、京都府件、京都府4444件、大阪府件、大阪府件、大阪府件、大阪府4444件、兵庫県件、兵庫県件、兵庫県件、兵庫県6666件、和歌山県件、和歌山県件、和歌山県件、和歌山県
　　　　1111件であった。件であった。件であった。件であった。

一方、全国の工場敷地内に研究開発機能の付設を予定している企業の立地は100件で、全
体の23.1%であり、前年同期(97件)比3.09％増となっている。

　④　研究所の単独立地は、なかった。　④　研究所の単独立地は、なかった。　④　研究所の単独立地は、なかった。　④　研究所の単独立地は、なかった。((((全国全国全国全国9999件件件件))))。。。。

⑤　外資系企業の立地は１件⑤　外資系企業の立地は１件⑤　外資系企業の立地は１件⑤　外資系企業の立地は１件 ((((注注注注 3)3)3)3)、、、、 ((((前年同期前年同期前年同期前年同期2222件件件件 ))))。。。。
　　　　なお、近畿地域の外資系企業の立地における対全国比はなお、近畿地域の外資系企業の立地における対全国比はなお、近畿地域の外資系企業の立地における対全国比はなお、近畿地域の外資系企業の立地における対全国比は14.3%14.3%14.3%14.3%である。である。である。である。
　　　　　　　　 ((((注注注注3)A3)A3)A3)A社社社社：京都府　英国：京都府　英国：京都府　英国：京都府　英国((((化学化学化学化学))))

　　一方、全国の外資系企業の立地は7件で、全体の1.6%であり、前年同期(6件)比16.6%増で
　ある。

⑥　県外企業⑥　県外企業⑥　県外企業⑥　県外企業((((注注注注4)4)4)4)の立地はの立地はの立地はの立地は23232323件で、全体の件で、全体の件で、全体の件で、全体の33.8%33.8%33.8%33.8%であり、前年同期であり、前年同期であり、前年同期であり、前年同期(19(19(19(19件件件件))))比比比比21.1%21.1%21.1%21.1%増となってお増となってお増となってお増となってお
　り、対全国比は　り、対全国比は　り、対全国比は　り、対全国比は15.5%15.5%15.5%15.5%となった。となった。となった。となった。

　　　　なお、管外企業　　　　なお、管外企業　　　　なお、管外企業　　　　なお、管外企業((((注注注注5)5)5)5)の立地はの立地はの立地はの立地は5555件で、全体の件で、全体の件で、全体の件で、全体の7.4%7.4%7.4%7.4%であり、前年同期であり、前年同期であり、前年同期であり、前年同期(10(10(10(10件件件件))))比比比比50%50%50%50%減となって減となって減となって減となって
    おり、その内訳は､東京都がおり、その内訳は､東京都がおり、その内訳は､東京都がおり、その内訳は､東京都が3333件で最も多く､以下埼玉県、神奈川県が各件で最も多く､以下埼玉県、神奈川県が各件で最も多く､以下埼玉県、神奈川県が各件で最も多く､以下埼玉県、神奈川県が各1111件であった｡件であった｡件であった｡件であった｡

　　　　依然として、県内立地件数が最も多い状況にある。　　　　依然として、県内立地件数が最も多い状況にある。　　　　依然として、県内立地件数が最も多い状況にある。　　　　依然として、県内立地件数が最も多い状況にある。
                        　　　　((((注注注注4)4)4)4)県外企業県外企業県外企業県外企業::::立地した府県とは別の都道府県に本社がある企業立地した府県とは別の都道府県に本社がある企業立地した府県とは別の都道府県に本社がある企業立地した府県とは別の都道府県に本社がある企業            ((((注注注注 5)5)5)5)管外企業管外企業管外企業管外企業 ::::立地した企業の本社が近畿管外にある企業立地した企業の本社が近畿管外にある企業立地した企業の本社が近畿管外にある企業立地した企業の本社が近畿管外にある企業

図-３研究機能の付設を予定している工場割合の推移図-３研究機能の付設を予定している工場割合の推移図-３研究機能の付設を予定している工場割合の推移図-３研究機能の付設を予定している工場割合の推移
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図ー４　研究所立地件数推移図ー４　研究所立地件数推移図ー４　研究所立地件数推移図ー４　研究所立地件数推移
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３３３３ ....業種別立地動向業種別立地動向業種別立地動向業種別立地動向
立地件数では上位５業種､比較的堅調、立地面積では化学工業が高い伸び立地件数では上位５業種､比較的堅調、立地面積では化学工業が高い伸び立地件数では上位５業種､比較的堅調、立地面積では化学工業が高い伸び立地件数では上位５業種､比較的堅調、立地面積では化学工業が高い伸び
　　近畿地域の立地件数が全国に比べてｳｴｲﾄが高い業種は、食料品、化学工業、金属製　　近畿地域の立地件数が全国に比べてｳｴｲﾄが高い業種は、食料品、化学工業、金属製　　近畿地域の立地件数が全国に比べてｳｴｲﾄが高い業種は、食料品、化学工業、金属製　　近畿地域の立地件数が全国に比べてｳｴｲﾄが高い業種は、食料品、化学工業、金属製
品、電気機械であり、加えて食料品については全国では前年同期に比べ減少したのに品、電気機械であり、加えて食料品については全国では前年同期に比べ減少したのに品、電気機械であり、加えて食料品については全国では前年同期に比べ減少したのに品、電気機械であり、加えて食料品については全国では前年同期に比べ減少したのに
対し、近畿では同比対し、近畿では同比対し、近畿では同比対し、近畿では同比100%100%100%100%増となった。増となった。増となった。増となった。
　なお、輸送用機械は　なお、輸送用機械は　なお、輸送用機械は　なお、輸送用機械は3333件、情報通信機械は件、情報通信機械は件、情報通信機械は件、情報通信機械は1111件と少ない。件と少ない。件と少ない。件と少ない。
①　①　①　①　産業分類中分類の立地件数では、食料品産業分類中分類の立地件数では、食料品産業分類中分類の立地件数では、食料品産業分類中分類の立地件数では、食料品(12(12(12(12件､前年同期件､前年同期件､前年同期件､前年同期6666件､対全国比件､対全国比件､対全国比件､対全国比19.4%)19.4%)19.4%)19.4%)､化学工､化学工､化学工､化学工
業業業業(10(10(10(10件､同件､同件､同件､同6666件､同比件､同比件､同比件､同比27%)27%)27%)27%)､金属製品､金属製品､金属製品､金属製品(10(10(10(10件､同件､同件､同件､同2222件､同比件､同比件､同比件､同比23.8%)23.8%)23.8%)23.8%)､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品((((４件､同４件､同４件､同４件､同4444件､件､件､件､
同比同比同比同比11.8%)11.8%)11.8%)11.8%)､電気機械､電気機械､電気機械､電気機械 (4(4(4(4件､同件､同件､同件､同1111件､同比件､同比件､同比件､同比23.5%)23.5%)23.5%)23.5%)の順となっており､この上位５業種で全の順となっており､この上位５業種で全の順となっており､この上位５業種で全の順となっており､この上位５業種で全
立地件数の立地件数の立地件数の立地件数の58.8%58.8%58.8%58.8%を占めている。を占めている。を占めている。を占めている。
　　その他増加した業種は､飲料　　その他増加した業種は､飲料　　その他増加した業種は､飲料　　その他増加した業種は､飲料・飼料・飼料・飼料・飼料・たばこ・たばこ・たばこ・たばこ(2(2(2(2件､同件､同件､同件､同1111件､同比件､同比件､同比件､同比9.5%)9.5%)9.5%)9.5%)､衣服､衣服､衣服､衣服(1(1(1(1件､同件､同件､同件､同0000件､件､件､件､
同比同比同比同比16.6%)16.6%)16.6%)16.6%)､木材､木材､木材､木材・木製品・木製品・木製品・木製品(2(2(2(2件､同件､同件､同件､同1111件､同比件､同比件､同比件､同比16.6%)16.6%)16.6%)16.6%)､家具､家具､家具､家具・装備品・装備品・装備品・装備品(1(1(1(1件､同件､同件､同件､同0000件､同比件､同比件､同比件､同比20%)20%)20%)20%)､､､､
印刷印刷印刷印刷・同関連・同関連・同関連・同関連 (2(2(2(2件､同件､同件､同件､同0000件､同比件､同比件､同比件､同比14.3%)14.3%)14.3%)14.3%)､情報通信機械､情報通信機械､情報通信機械､情報通信機械 (1(1(1(1件､同件､同件､同件､同0000件､同比件､同比件､同比件､同比12.5%)12.5%)12.5%)12.5%)､電子､電子､電子､電子・・・・
デバイスデバイスデバイスデバイス(3(3(3(3件､件､件､件､2222件､同比件､同比件､同比件､同比23.1%)23.1%)23.1%)23.1%)､その他製造業､その他製造業､その他製造業､その他製造業(2(2(2(2件､同件､同件､同件､同1111件､同比件､同比件､同比件､同比9.1%)9.1%)9.1%)9.1%)であった｡であった｡であった｡であった｡

　　また、減少した業種は､一般機械　　また、減少した業種は､一般機械　　また、減少した業種は､一般機械　　また、減少した業種は､一般機械 (5(5(5(5件､同件､同件､同件､同8888件､同比件､同比件､同比件､同比12.8%)12.8%)12.8%)12.8%)､鉄鋼､鉄鋼､鉄鋼､鉄鋼 (2(2(2(2件､同件､同件､同件､同4444件､同比件､同比件､同比件､同比                
14.3%)14.3%)14.3%)14.3%)､精密機械､精密機械､精密機械､精密機械(0(0(0(0件､同件､同件､同件､同3333件件件件))))であった｡であった｡であった｡であった｡

　　一方、全国の業種別工場立地件数(製造業)は425件で、件数の多い業種は、食料品(62件､前
年同期75件)､金属製品(42件､同31件)､一般機械(39件､同36件)､化学工業(37件､同21件)､プラス
チック製品(34件､同25件)､輸送用機械(31件､同26件)､窯業・土石製品(22件､同21件)､飲料・た
ばこ・飼料(21件､同19件)と続いている。

　　立地面積では、化学工業立地面積では、化学工業立地面積では、化学工業立地面積では、化学工業(185(185(185(185千㎡､前年同期千㎡､前年同期千㎡､前年同期千㎡､前年同期24242424千㎡､全国比千㎡､全国比千㎡､全国比千㎡､全国比32.8%)32.8%)32.8%)32.8%)がﾄｯﾌﾟとなっており、がﾄｯﾌﾟとなっており、がﾄｯﾌﾟとなっており、がﾄｯﾌﾟとなっており、
以下、窯業･土石以下、窯業･土石以下、窯業･土石以下、窯業･土石 (86(86(86(86千㎡､同千㎡､同千㎡､同千㎡､同67676767千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比18.8%)18.8%)18.8%)18.8%)､木材･木製品､木材･木製品､木材･木製品､木材･木製品 (78(78(78(78千㎡､同千㎡､同千㎡､同千㎡､同9999千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比3333
5%)5%)5%)5%)､食料品､食料品､食料品､食料品 (62(62(62(62千㎡､同千㎡､同千㎡､同千㎡､同40404040千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比15.3%)15.3%)15.3%)15.3%)､電気機械､電気機械､電気機械､電気機械 (59(59(59(59千㎡､同千㎡､同千㎡､同千㎡､同11111111千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比27.1%)27.1%)27.1%)27.1%)､､､､
一般機械一般機械一般機械一般機械 (45(45(45(45千㎡､同千㎡､同千㎡､同千㎡､同27272727千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比千㎡､同比16.2%)16.2%)16.2%)16.2%)､衣服･その他､衣服･その他､衣服･その他､衣服･その他 (45(45(45(45千㎡､同千㎡､同千㎡､同千㎡､同0000㎡､同比㎡､同比㎡､同比㎡､同比66%)66%)66%)66%)と続いと続いと続いと続い
ている。ている。ている。ている。

　　一方、全国の業種別工場立地敷地面積(製造業)は5,122千㎡で、面積の多い業種は、化学工業
　(564千㎡､前年同期351千㎡)、全体の11%がトップとなっており、以下、情報通信機械(483千㎡､
　同84千㎡)､窯業・土石(457千㎡､同316千㎡)､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品(456千㎡､同248千㎡)､輸送用機械
　(452千㎡､同321千㎡)､食料品(406千㎡､同543千㎡)､金属製品(339千㎡､同237千㎡)､一般機械
　(279千㎡､同324千㎡)､木材・木製品(223千㎡､同158㎡)､電気機械(216千㎡､同64㎡)と続いてい
　る。

②　４タイプ②　４タイプ②　４タイプ②　４タイプ（地方資源型、雑貨型、基礎素材型、加工組立型）に分類される立地件数は、加（地方資源型、雑貨型、基礎素材型、加工組立型）に分類される立地件数は、加（地方資源型、雑貨型、基礎素材型、加工組立型）に分類される立地件数は、加（地方資源型、雑貨型、基礎素材型、加工組立型）に分類される立地件数は、加
工組立型工組立型工組立型工組立型 26262626件件件件((((前年同期前年同期前年同期前年同期 19191919件件件件))))、地方資源型、地方資源型、地方資源型、地方資源型 20202020件件件件((((同同同同 14141414件件件件))))、基礎素材型、基礎素材型、基礎素材型、基礎素材型 12121212件件件件((((同同同同 12121212件件件件))))、、、、
雑貨型雑貨型雑貨型雑貨型 10101010件件件件((((同同同同 5555件件件件))))の順となっている。＜図―６＞の順となっている。＜図―６＞の順となっている。＜図―６＞の順となっている。＜図―６＞
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　注)平成 14年の日本標準産業分類改訂に伴い、雑貨型(出版印刷→印刷、武器→その他製造業)、加工組立型(電気機械→電気機械、情報通信機械、電子・デバイス)の構成を以下に変更
地方資源型：食料品、飲料・飼料・たばこ、繊維、木材・木製品、紙・パルプ、窯業・土石

雑　貨　型：衣服、家具、印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、その他製造業

基礎素材型：化学、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属

加工組立型：金属製品、一般機械、電気機械、情報通信機械、電子･デバイス、輸送用機械、精密機械

図－ ６　業 種分類別 シェアの図－ ６　業 種分類別 シェアの図－ ６　業 種分類別 シェアの図－ ６　業 種分類別 シェアの 推 移推 移推 移推 移

4 1 .94 1 .94 1 .94 1 .9

23 .223 .223 .223 .2

2 6 .22 6 .22 6 .22 6 .2

25 .425 .425 .425 .4

29 .229 .229 .229 .2
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26 .126 .126 .126 .1

2 8 .02 8 .02 8 .02 8 .0

2 9 .82 9 .82 9 .82 9 .8

2 9 .42 9 .42 9 .42 9 .4
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19 .419 .419 .419 .4
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17 .617 .617 .617 .6

2 2 .22 2 .22 2 .22 2 .2
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４．府県別立地動向

  　 近畿管内の立地件数をみると、兵庫県が(27件､前年同期28件)で前年同期に引き続き
全国2位と最も多く、大阪府(13件､同8件)、京都府(10件､同2件)、滋賀県(9件､同8件)、
福井県(4件､同1件)、和歌山県(4件､同3件)、奈良県(1件､同0件)と続いており、福井県、
滋賀県、京都府、大阪府、和歌山県、奈良県で前年同期より増加している。

　
　　また、立地面積は、兵庫県(289千㎡､前年同期159千㎡)で全国5位と最も大きく、  
滋賀県(217千㎡､同107千㎡)､大阪府(82千㎡､同21千㎡)､京都府(65千㎡､同50千㎡)､  
福井県(25千㎡､同12千㎡)､奈良県(28千㎡､同0千㎡)､和歌山県(13千㎡､同6千㎡)と続  
いており、近畿管内２府５県（福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県）全ての府県において前年同期より増加している。

　　　　表　　　　表　　　　表　　　　表

福福福福

滋滋滋滋

京京京京

大大大大

兵兵兵兵

奈奈奈奈

和和和和

合合合合

立地件数で兵庫県が全国第２位、立地面積は全ての府県において増加
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9

-1 -1 -1 -1 府県別立地動向府県別立地動向府県別立地動向府県別立地動向
件数件数件数件数     (     (     (     (件件件件)))) 対前年同期比対前年同期比対前年同期比対前年同期比((((％％％％)))) 敷地面積　敷地面積　敷地面積　敷地面積　((((千㎡千㎡千㎡千㎡)))) 対前年同期比対前年同期比対前年同期比対前年同期比((((％％％％))))

井県井県井県井県 4444 400.0400.0400.0400.0 25252525 208.3208.3208.3208.3

賀県賀県賀県賀県 9999 112.5112.5112.5112.5 217217217217 202.8202.8202.8202.8

都府都府都府都府 10101010 500.0500.0500.0500.0 65656565 130.0130.0130.0130.0

阪府阪府阪府阪府 13131313 162.5162.5162.5162.5 82828282 390.5390.5390.5390.5

庫県庫県庫県庫県 27272727 96.496.496.496.4 289289289289 181.8181.8181.8181.8

良県良県良県良県 1111 0000 28282828 0000

歌山県歌山県歌山県歌山県 4444 133.3133.3133.3133.3 13131313 216.7216.7216.7216.7

計計計計 68686868 136.0136.0136.0136.0 719719719719 202.5202.5202.5202.5

府 県 別 立 地 動 向  件 数      (件 )府 県 別 立 地 動 向  件 数      (件 )府 県 別 立 地 動 向  件 数      (件 )府 県 別 立 地 動 向  件 数      (件 )

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

府 県 別 立 地 動 向  敷 地 面 積 　 ( 千 ㎡ )府 県 別 立 地 動 向  敷 地 面 積 　 ( 千 ㎡ )府 県 別 立 地 動 向  敷 地 面 積 　 ( 千 ㎡ )府 県 別 立 地 動 向  敷 地 面 積 　 ( 千 ㎡ )

福 井 県 滋 賀 県 京 都 府 大 阪 府 兵 庫 県 奈 良 県 和 歌 山 県
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＜各府県の立地動向＞
 福井県福井県福井県福井県
① 立地件数は、4件(新設 1件、増設 3件)で、前年同期(1件)比 300%増となった。
② 立地面積は、25千㎡で、前年同期(12千㎡)比 108.3%増となった。
③ 業種別では、化学が 1件、一般機械が 2件、その他製造が 1件であった。
④ 地域別では、福井市、武生市、春江町に立地となった。
⑤ 工業団地への立地は、2件(県内立地件数比 50%)あった。

滋賀県滋賀県滋賀県滋賀県
① 立地件数は、9件(新設 8件、増設 1件)で、前年同期(8件)比 12.5%増となった。

　②立地面積は、217千㎡で、前年同期(107千㎡)比 102.8%増となった。
③業種別では、飲料･飼料･たばこ､木材･木製品､化学､プラスチック製品､一般機械､電気機械､
情報通信機械､電子･ﾃﾞﾊﾞｲｽ､輸送用機械が各 1件であった。

④地域別では、湖南、甲賀、東近江、湖北地域への立地があった｡
⑤工業団地への立地は、5件(県内立地件数比 55.6%)であった。

福井県福井県福井県福井県
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京都府京都府京都府京都府
　①立地件数は、10件(新設 7件､増設 3件)で、前年同期(2件)比 400%増となった。
　②立地面積は、65千㎡で、前年同期(50千㎡)比 30%増となった。
③業種別では、印刷･同関連、化学が各 2件、食料､飲料･飼料･たばこ、プラスチック製品、
　窯業･土石､金属製品､電子･デバイス､が各 1件であった。
④地域別では、府南部地域(京都市以南)への立地が 90%となった。
⑤工業団地への立地は、4件(府内立地件数比 40%)であった。
⑥外資系の立地が１件であった。

大阪府大阪府大阪府大阪府
　①立地件数は、13件(新設 12件、増設 1件)で､前年同期(8件)比 62.5%増となった。
　②立地面積は、82千㎡で前年同期(21千㎡)比 290.5%増となった。
③業種別では、食料品が各 5件、金属製品が各 4件、家具･装備品､パルプ･紙､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品
電気機械が各１件であった。

④地域別では、府内企業の府域内移転が 10件であった。
⑤工業団地への立地は、9件(府内立地件数比 69.2%)であった。

京都府京都府京都府京都府
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兵庫県兵庫県兵庫県兵庫県
　①立地件数は､27件(新設 22件、増設 5件)(全国 2位)で､前年同期(28件)比 3.6%減となった。
 ②立地面積は､289千㎡で､前年同期(159千㎡)比 81.8%増となった。
③業種別では､食料品､化学､金属製品が各 4件、窯業･土石､鉄鋼､一般機械､電気機械､輸送用機
械､が各 2件、衣服･その他､木材･木製品､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品､電子･ﾃﾞﾊﾞｲｽ､その他製造業が各 1件
であった。
④地域別では、西播磨地域が 10 件、阪神地域、東播磨地域が各 6 件､淡路地域が 3 件、但馬
地域､丹波地域が各 1件となった。
⑤工業団地への立地は、11件(県内立地件数比 41%)であった。
⑥５haを超える立地が、阪神地域に 1件(窯業･土石製品)であった｡

奈良県奈良県奈良県奈良県
　①立地件数は、1件(新設 1件)で､前年同期(0件)であった。
　②立地面積は、28千㎡であった。
③業種別では、化学が１件であった。
② 地域別では、五條市であった。
③ 工業団地であった。
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和歌山県和歌山県和歌山県和歌山県
     ①立地件数は､4件(新設 4件)で、前年同期(3件)比 33.3%増となった。
  ②立地面積は、13千㎡で、前年同期(6千㎡)比 116.6%増となった。
  ③業種別では、食料品が 2件､化学､金属製品が各１件であった。
  ④地域別では、紀北 2件､紀南 2件の立地があった｡
  ⑤工業団地への立地は、1件(県内立地件数比 25%)であった。

和歌山県和歌山県和歌山県和歌山県
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５.立地企業の用地選定理由

　 立地した地域（市町村）及び立地地点（用地）を選定した主な理由は以下のとおりで
ある（新設のみ55件分）。

  ①立地地域（府県、市等）

  　　立地地域の選定理由は、「用地面積の確保が容易」が16.4%で 以下「労働力の確保」、
「市場への近接性」、「県・市等の助成・協力」、「地価」と続いている。

      対前年同期比では､「労働力の確保」(前年同期6.8%→今期13.8%)､｢県･市等の助成･
協力｣(同6.8%→同11.3%)､「市場への近接性」(同10.2%→同13.2%)のウェイトが上昇
しているが｢用地確保が容易｣(同23.9%→同16.4%)､｢本社の近接性｣(同10.2%→同6.
3%)､「関連企業への近接性」(同9.1%→同5.0%)､「地価」(同12.5%→同10.7%)､「経
営者等個人的つながり」(同5.7%→同3.1%)はウェイトを下げている｡

                 (1)用地面積の確保が容易    (16.4%)
                 (2)労働力の確保            (13.8%)
                 (3)市場への近接性          (13.2%)
                  (4)県･市等の助成･協力      (11.3%)
                 (5)地価　　　　　　　      (10.7%)
　　　　全国では、「労働力の確保」が大きく下落しているのに対し、近畿地域では逆に大きく　
　増加した。
　　　また、全国では「関連企業への近接性」と「本社への近接性」については、前年同期比　
　でそれぞれ14件(増加率48.3%)、10件(同35.7%)の回答数の増加をみており特長的であるの　
　に対し、近畿地域においては、これら項目はそれぞれ前年同期から減少している。

地域選定理由は、地域選定理由は、地域選定理由は、地域選定理由は、「用地面積の確保が容易」がトップ「用地面積の確保が容易」がトップ「用地面積の確保が容易」がトップ「用地面積の確保が容易」がトップ

図－６　立地地域選定理由図－６　立地地域選定理由図－６　立地地域選定理由図－６　立地地域選定理由
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　立地地点（用地）

　　立地地点（用地）の選定理由は「必要な用地面積確保」が26.1%で以下「工業団地　
である」､「高速道路を利用」､「周辺環境の制約が少ない」､「県・　市等の幹旋」と　
続いている。
    対前年同期比では｢県・市等の幹旋｣(同6.0%→同11.3%)がウェイトを大きく上げ､以
　下「高速道路を利用」(前年同期13.3%→今期14.3%)､「工業団地である」(同13.3%→
　同15.0%)､「従業員の通勤の便」(同8.4%→同9.0%)､もウェイトを上げているが､｢必要
　な用地面積確保｣(同30.1%→同26.1%)､｢その他輸送施設の便｣(同7.2%→同5.3%)､｢経営
　者とのつながり｣(同3.6%→同2.3%)はウェイトを下げている｡
　　　　　　　　　　(1)必要な用地面積の確保         (26.1%)
　　　　　　　　　　(2)工業団地である      　　 　　(15.0%)
                    (3)高速道路を利用　      　      (14.3%)
　　　　　　　　　　(4)周辺環境の制約が少ない        (11.3%)
                    (4)県･市等の幹旋　　　　         (11.3%)
　　近畿地域の特長としては、「県・市等の斡旋」が対前年同期(前年同期 6,0%→今期 11.3%)
　と比較して、大きくウエイトを上げているのは、府県の支援措置の充実、借地方式の導入な
　ど、立地条件が整備されたことが理由とみられる。

地点選定理由は地点選定理由は地点選定理由は地点選定理由は必要な用地面積の確保」必要な用地面積の確保」必要な用地面積の確保」必要な用地面積の確保」がトップがトップがトップがトップ

立 地 地 域 選 定 理 由 （前 年 同 期 ）立 地 地 域 選 定 理 由 （前 年 同 期 ）立 地 地 域 選 定 理 由 （前 年 同 期 ）立 地 地 域 選 定 理 由 （前 年 同 期 ）
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図－７　立地地点選定理由図－７　立地地点選定理由図－７　立地地点選定理由図－７　立地地点選定理由
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　 　 　 平 成 １ ５ 年 上 期 業 種 別 ・ 府 県 別 立 地 動 向 （ 件 数 ・ 面 積 ）
　 　 福 　 井 　 県 　 　 滋 　 賀 　 県 　 　 京 　 都 　 府 　 　 大 　 阪 　 府 　 　 兵 　 庫 　 県 　 　 奈 　 良 　 県 和 　 歌 　 山 　 県 近 　 畿 　 合 　 計

件 数 敷 地 面 積 件 数 敷 地 面 積 件 数 敷 地 面 積 件 数 敷 地 面 積 件 数 敷 地 面 積 件 数 敷 地 面 積 件 数 敷 地 面 積 件 数 敷 地 面 積
０ ９ 　 食 料 品 1 3 , 3 2 6 5 2 5 , 7 0 6 4 3 2 , 0 8 5 2 5 , 7 2 6 1 2 6 6 , 8 4 3
１ ０ 　 飲 料 ・ 飼 料 ・ た ば こ 1 2 , 0 6 7 1 1 , 0 4 1 2 3 , 1 0 8
１ １ 　 繊 維 0 0
１ ２ 　 衣 服 ・ そ の 他 1 4 4 , 7 9 1 1 4 4 , 7 9 1
１ ３ 　 木 材 ・ 木 製 品 1 7 0 , 5 1 7 1 7 , 7 3 5 2 7 8 , 2 5 2
１ ４ 　 家 具 ・ 装 備 品 1 3 , 7 7 4 1 3 , 7 7 4
１ ５ 　 パ ル プ ・ 紙 1 2 , 3 0 1 1 2 , 3 0 1
１ ６ 　 印 刷 ・ 同 関 連 2 2 2 , 7 8 1 2 2 2 , 7 8 1
１ ７ 　 化 学 1 1 0 , 0 0 0 1 8 9 , 9 8 0 2 8 , 6 9 2 4 4 7 , 2 3 5 1 2 7 , 9 9 3 1 1 , 0 5 8 1 0 1 8 4 , 9 5 8
１ ８ 　 石 油 ・ 石 炭 0 0
１ ９ 　 プ ラ ス チ ッ ク 1 2 , 8 2 1 1 6 , 0 8 2 1 1 , 6 7 9 1 1 , 1 2 2 4 1 1 , 7 0 4
２ ０ 　 ゴ ム 製 品 0 0
２ １ 　 な め し 革 ・ 同 製 品 0 0
２ ２ 　 窯 業 ・ 土 石 1 1 3 , 3 6 1 2 7 2 , 4 9 2 3 8 5 , 8 5 3
２ ３ 　 鉄 鋼 2 1 4 , 2 9 9 2 1 4 , 2 9 9
２ ４ 　 非 鉄 金 属 0 0
２ ５ 　 金 属 製 品 1 1 , 2 0 7 4 7 , 4 3 3 4 2 5 , 5 7 7 1 6 , 5 9 5 1 0 4 0 , 8 1 2
２ ６ 　 一 般 機 械 2 1 3 , 0 5 8 1 6 , 0 0 0 2 2 6 , 1 1 1 5 4 5 , 1 6 9
２ ７ 　 電 気 機 械 1 7 , 7 7 4 1 4 1 , 5 7 8 2 9 , 1 5 7 4 5 8 , 5 0 9
２ ８ 　 情 報 通 信 機 械 1 9 , 3 3 9 1 9 , 3 3 9
２ ９ 　 電 子 ・ デ バ イ ス 1 9 , 8 4 2 1 8 , 4 0 3 1 2 , 4 8 2 3 2 0 , 7 2 7
３ ０ 　 輸 送 用 機 械 1 1 8 , 5 4 2 2 5 , 3 7 8 3 2 3 , 9 2 0
３ １ 　 精 密 機 械 0 0
３ ２ 　 そ の 他 の 製 造 業 1 2 , 3 2 7 1 1 , 0 0 0 2 3 , 3 2 7

製 造 業 合 計 4 2 5 , 3 8 5 9 2 1 6 , 8 8 2 1 0 6 4 , 8 9 3 1 3 8 2 , 4 7 1 2 7 2 8 9 , 4 6 4 1 2 7 , 9 9 3 4 1 3 , 3 7 9 6 8 7 2 0 , 4 6 7
３ ３ 　 電 気 業 0 0
３ ４ 　 ガ ス 業 0 0
３ ５ 　 熱 供 給 業 0 0

３ 業 種 合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
全 業 種 合 計 4 2 5 , 3 8 5 9 2 1 6 , 8 8 2 1 0 6 4 , 8 9 3 1 3 8 2 , 4 7 1 2 7 2 8 9 , 4 6 4 1 2 7 , 9 9 3 4 1 3 , 3 7 9 6 8 7 2 0 , 4 6 7

　 　 地 方 資 源 型 0 0 2 7 2 , 5 8 4 3 1 7 , 7 2 8 6 2 8 , 0 0 7 7 1 1 2 , 3 1 2 0 0 2 5 , 7 2 6 2 0 2 3 6 , 3 5 7
　 　 雑 貨 型 1 2 , 3 2 7 1 2 , 8 2 1 3 2 8 , 8 6 3 2 5 , 4 5 3 3 4 6 , 9 1 3 0 0 0 0 1 0 8 6 , 3 7 7
　 　 基 礎 素 材 型 1 1 0 , 0 0 0 1 8 9 , 9 8 0 2 8 , 6 9 2 0 0 6 6 1 , 5 3 4 1 2 7 , 9 9 3 1 1 , 0 5 8 1 2 1 9 9 , 2 5 7
　 　 加 工 組 立 型 2 1 3 , 0 5 8 5 5 1 , 4 9 7 2 9 , 6 1 0 5 4 9 , 0 1 1 1 1 6 8 , 7 0 5 0 0 1 6 , 5 9 5 2 6 1 9 8 , 4 7 6

4 2 5 , 3 8 5 9 2 1 6 , 8 8 2 1 0 6 4 , 8 9 3 1 3 8 2 , 4 7 1 2 7 2 8 9 , 4 6 4 1 2 7 , 9 9 3 4 1 3 , 3 7 9 6 8 7 2 0 , 4 6 7

注 )平 成 1 4年 の 日 本 標 準 産 業 分 類 改 訂 に 伴 い 、 雑 貨 型 (出 版 印 刷 → 印 刷 、 武 器 → そ の 他 製 造 業 )、 加 工 組 立 型 (電 気 機 械 → 電 気 機 械 、 情 報 通 信 機 械 、 電 子 ・ デ バ イ ス )の 構 成 を 以 下 に 変 更

※ 地 方 資 源 型 ： 食 料 品 、 飲 料 、 飼 料 、 た ば こ 、 繊 維 、 木 材 ・ 木 製 品 、 パ ル プ ・ 紙 、 窯 業 ・ 土 石

  雑 貨 型 ： 衣 服 、 家 具 ・ 装 備 品 、 印 刷 、 ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ ､ ｺ ﾞ ﾑ製 品 ､な め し 革 ･同 製 品 ､そ の 他 製 造 業

  基 礎 素 材 型 :化 学 ､石 油 ･石 炭 ､鉄 鋼 ､非 鉄 金 属

  加 工 組 立 型 :金 属 製 品 ､一 般 機 械 ､電 気 機 器 ､情 報 通 信 機 械 、 電 子 ･デ バ イ ス 、 輸 送 用 機 械 ､精 密 機 械


